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公的年金の課題と対策についての一考察
―― 2014 年財政検証を対象として――
芝 田 文 男
Ⅰ はじめに
2014 年 6 月 13 日厚生労働省社会保障審議会年金部会で「国民年金及び





































財政検証は、2004 年改正から 5年後の 2009年にも行われ、基本的な経
済前提では年金財政は適切に機能すると報告された。それに関して後述の
ように経済成長に関わる前提が甘いのではという批判もあったが、今回の
2014 年財政検証では、経済前提を Aケースから Hケースの 8通り用意し、
すべてのケースで 5年後の財政は健全であり、アベノミクスなどの経済政
策が比較的うまく働いた場合の Aケースから E ケースの 5 通りでは将来
的にも年金財政は健全という結果が出たものの、足元及び中長期的に厳し























( 1 ) 2017 年に厚生年金は 18.3%、基礎年金は 16,900円 (2004 年価格、名目賃
金率の上下は変化率をかけて調整) になるまで計画的に引上げる。
( 2 ) 2009年改正で暫定的に 1/2 に引き上げられ、2012 年改正で恒久化された。
( 3 ) 5 年ごと財政検証時の 100 年後に 1年分積立金を確保するように時期がず
れる。
( 4 ) 平均所得から税・社会保険料を控除した所得。





































男 (歳) 女 (歳)
2004 年改正
*2002 年人口研推計
2050 年 2000 1.36 77.72 84.60




2055 年 2003 1.29
1.264 83.67 90.34 2004 1.29
2005 1.26 78.56 85.52
2006 1.32 79.00 85.81
2014 年財政検証
*2012 年人口推計
2060 年 2007 1.34 79.19 85.99
1.35 84.19 90.93 2008 1.37 79.29 86.05
2009 1.37 79.59 86.44
2010 1.39 79.55 86.30
2011 1.39 79.44 85.90
2012 1.41 79.94 86.41












2009年及び 2014 年財政検証の基本設定 (出生中位・死亡中位) に対して
識者からあまり批判的な意見は見られない。




が石油ショック前の高度経済成長からバブル崩壊前の 4〜 5 % 成長を経て
近年の 1 % からマイナスを前後している低成長と長期に低下傾向にある
ので、2004 年改正以降は、過去の実績を基にせず、新古典派経済学の標
準的なコブ・ダグラス型生産関数に一定の労働人口見通しや全要素生産性





















足元の経済状況の実績と TFP (全要素生産性) の実績がどうであった
かは表Ⅱ-3 のとおりであり、90 年代末から 2000 年初頭の不況からの早期
86 (771)
表Ⅱ-2 2004 年改正・2009年財政検証の経済前提と足元経済実績数値




物価上昇率 1.0% 名目賃金上昇率 2.1%
TFP上昇率 0.7%





男性：60-64歳 85.0% 65歳〜 29.5%














足元経済前提 [長期前提] 2016 年以降 (基本ケース)
物価上昇率 1.0% 名目賃金上昇率 2.5%
TFP上昇率 1.0%







男性：60-64歳 96.6% 65歳〜 63.9%















注：足元経済前提 2004 年改正：内閣府「改革と展望 (2003 年版)」(2003)
2009年財政検証：内閣府「日本経済の進路と戦略」(参考試算) (2008)






とともに変動しているが、日本は各年代の 5 年平均値を見ると 90 年代前
半 (1991-1996 年) 0.6%、90 年代後半 (1996-2001 年平均) 0.5%、2000
年代前半 (2001-2006 年平均) 1.0%、2000 年代後半 (2006-2010 年平均)
0.6% と長期経済低迷を反映して 0.5〜 1 % の間を推移している。
欧米主要先進国は 90 年代から 2000 年前半の比較的景気の良かった期間













2003 1.5% −0.3% −1.6% 1.1% 2001-2006
2004 2.1 0.0 −1.3 1.8 平均 1.0%
2005 0.8 −0.3 0.2 0.8
2006 1.1 0.3 −1.2 0.6
2007 2.1 0.0 −1.4 1.4 2006-2010
2008 −2.6 1.4 −1.2 −0.4 平均 0.6%
2009 −4.0 −1.4 −2.5 −2.3
2010 3.5 −0.7 0.6 3.9
2011 −1.3 −0.3 0.8 −
2012 1.2 0.0 0.4 −






みに 1991 年以降の全期間の日本以外の欧米先進国の TFP 平均は 1.01、





と及び 30 代の子育て期の女性の労働力参加率が上昇しいわゆる「M 字
カーブ」といわれる子育て期の女性労働力率の低下が解消される前提を
とっていることがあげられる。第二に、TFP (全要素生産性) の年間上
昇率の長期想定を 2004 年改正では 0.7% としていたのに対して、2009年
財政検証では 1.0% と高くしたことである。第三に、名目運用利回りの想


















日本 0.6% 0.5% 1.0% 0.6%
アメリカ 1.0 1.4 1.6 0.8
イギリス 1.5 1.2 1.4 −
フランス 0.9 1.3 1.1 −0.3
ドイツ 1.3 1.2 1.0 0.3
スウェーデン 1.0 1.4 2.7 −0.6
日本以外の上記国平均 1.14 1.3 1.56 0.05
日本含む平均 1.05 1.16 1.47 0.16
出典：日本生産性本部「日本の生産性の動向」(2013 年版)
原典：OECD STAN Database for Structural Analysis
注：2006-2011 年平均の日本とスウェーデンはデータの制約から 2006-2010 年平均で計算され
ている。
的に得られる利益が 0.3〜0.5% と考えて計算している (表Ⅱ-2参照)。
運用利回りが 4.1% と高くなったのは、労働力率や TFPの想定を高め
て経済が良い状態となり、資本の利潤率が高まったため、それと過去の相
関関係から推計された実質長期金利が 2.4〜3.0% と高まり、それに物価上
















の 50%以上にとどまるという条件を満たす 50.1% にとどまるとされた。
2009年財政検証では TFP (全要素生産性上昇率) を 0.7% と置く経済
低位推計の試算も行っており、その前提下では 2038 年に所得代替率は









2014 年改正では人口想定は前述 1 (1) の想定を基本としつつ、経済前提
は複数の数字を前提条件とした A〜Hの 8 ケースを想定している。
89(768)




成長率 2 % 想定) と参考ケース (平均実質経済成長 1 %想定) をもとにし
ている。そして Aから Eの 5ケースは足元経済再生ケースを採り、Fか














2014 2015 2016 〜 2020 2021 2022 2023
物価上昇率 2.6% 2.7 2.7 略 2.0 2.0 2.0 2.0
実質賃金上昇率 −1.6% −0.2 −0.2 略 1.9 1.9 2.2 2.1
名目運用利回り 1.3 1.9 2.2 略 4.0 4.0 4.6 4.9
表Ⅱ-5-2 内閣府参考ケースによる足元経済前提 (F〜Hケース)
2014 2015 2016 〜 2020 2021 2022 2023
物価上昇率 2.6% 2.3 2.0 略 1.2 1.2 1.2 1.2
実質賃金上昇率 −1.6% −0.7 −0.7 略 1.4 1.3 1.5 1.5
名目運用利回り 1.3% 1.6 1.9 略 2.9 3.1 3.2 3.4












第三に、TFP (全要素生産性上昇率) については、ケース Aの 1.8%か
91(766)
図Ⅱ-1 労働力率の将来推計
出典：(独)労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計」2014 年 2 月
らケース Eの 1.0% まで 0.2% ずつ下げた前提を置き、ケース Fは 1.0%
(経済の足元前提と労働力率を悪い想定を採る所がケース Eとの違い)、
ケース Gが 0.7%、ケース Hが 0.5% と置いている。表Ⅱ-4 で見たように
主要先進国の TFPの 90 年代以降の実績を見ると、安定して高いアメリ
カの 5年平均で 1.6% が最も高く、4期平均で 1.2%程度であることからす
るとケース Aの 1.8%は高い感じだが、日本を含めない 5か国の 4期平均



















表Ⅱ-6 男性 60歳代と女性 30歳代・40歳代の労働力率の実績推移
1990 年 2000 年 2010 年 2012 年 1990 年-2012 年変化
男
性
60-64歳 72.9% 72.6 75.8 75.4 +2.5%
65-69 歳 54.1% 51.1 48.7 49.0 −5.1%
女
性
30-34歳 51.7% 57.1 67.6 68.6 +16.9%
35-39 歳 62.6% 61.4 66.0 67.7 +5.1%
40-44歳 69.6% 69.3 71.4 71.7 +2.1%
出典：(独)労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計」(2014 年 2 月)
原典：総務省「労働力調査」
(2) 2014 年財政検証結果
2014 年財政検証結果を分析する前に、2004 年、2009年、2014 年時点の
モデル年金の現役就労年齢層の平均手取収入に対する所得代替率の変遷を
見てみよう (図Ⅱ-2)。これを見ると足元の所得代替率は 2004 年の 59.3%










するために 0.3%、少子化による 1 人あたり被保険者の負担増を解消する
ために被保険者数の減少率
(15)
、その両方を併せて年 0.9%程度ずつ 1 人当た
りの年金額を減少させるが、年金額の実額 (物価下落時はマイナスの物価
93(764)



























1.8% 2.0% 2.3% 3.4% 1.1% 1.4%
ケース B 1.6 1.8 2.1 3.3 1.2 1.1
ケース C 1.4 1.6 1.8 3.2 1.4 0.9
ケース D 1.2 1.4 1.6 3.1 1.5 0.6







1.0 1.2 1.3 2.8 1.5 0.1
ケース G 0.7 0.9 1.0 2.2 1.2 −0.2
ケース H 0.5 0.6 0.7 1.7 1.0 −0.4



























厚生労働省「厚生年金及び国民年金に係る財政の現況及び見通し (平成 26 年財政検証
結果)」(2014)
長引き、時には機能しなくなる。
2014 年財政検証の結果は、表Ⅱ-8のとおりケース Aから Eではモデル
年金の現役平均手取り収入に対する所得代替率は 50% を超えるが、ケー
ス Fから Hでは 2036 年〜2040 年で所得代替率は 50% に達してしまいマ
クロ経済スライドを停止して制度の仕組みを変更しなければならなくなる。
仮にマクロ経済スライドを続けるとケース Fでは 2050 年度に財政調整が
終了し、所得代替率は 45.7% まで低下し、ケース Gでは 2058年度に財政



































































































ケース Cに比べてケース Aが低くなるためと説明されている (表Ⅱ-7)。
持続可能性の面でうまくいかなかったケースを分析すれば、ケース F
は TFP (全要素生産性上昇率) がケース Eと同様 1 % としながら足元の
経済がアベノミクスが想定するほどうまくいかなかった場合であり、ケー





( 5 ) 社会保障の主要税財源である消費税は現役年齢層だけでなく年金受給層も
負担している。
( 6 ) 女性が一生涯に産む子どもの数を表す指標。
( 7 ) 利潤率=GDP×資本分配率/資本ストック−資本減耗率の式で推計される。
( 8 ) 社会保障審議会年金部会経済前提専門委員会「平成 21 年財政検証におけ
る経済前提の範囲について」(2008年 11 月 11 日)
( 9 ) 財政検証時 2008年 11 月頃には 2007 年までの TFPしかなかったのだろ
う。
(10) 消費税を 8 % に引き上げる法改正で財源が確保されたことを踏まえ、
2012 年年金法改正で基礎年金の国庫負担 1/2 は恒久化された。
(11) 内閣府から 2014 年 7 月 25 日経済財政諮問会議に提出。







(14) このような長期想定と比較して、GPIFが 2014 年 10 月 31 日に発表した
「基本ポートフォリオ」の目安の変更は国内債券を 60% から 35% に下げ、
国内株を 12% から 25% に外国株を 11% から 15% に引き上げる等リスクの
取りすぎが懸念される。





等の一部を改正する法律」で 2012〜14 年の 3 年間で計画的に引下げられて
いる。
(18) 2055 年に厚生年金積立金は 4 年分あり、これを活用すれば水準は上がり
得る。
















Ⅱ-8の結果を見ると年金支給開始時の 1人当たり基礎年金額は 2014 年の
6.4万円をケース A (7.55万円) からケース D (6.6万円) までは 2014 年
97(760)
価格で上回ることとなるが、ケース E (6.25 万円) は下回り、ケース F
以下で財政調整を 50% 下回っても続けた場合の額は、ケース F (5.8万
円)、ケース G (5.2万円)、ケース H (5.25万円) と 5万円台に低下する。
ちなみに生活保護の生活扶助 (住宅費除く生活費) の高齢単身 (68 歳)





、ケース Eで 23 年、ケース F や Gで所得代替率が 50% を下回って



















替率は 65歳から 90歳になるまでに急速に下がり、2014 年現在 65歳の
1949年生まれで 41.8%だがそれ以外は皆 40.4% まで下がっている。
また基礎年金のみ受給者について見れば、基礎年金のマクロ経済スライ
ドによる財政調整を約 20 年間受ける 1949年生まれと 1954 年生まれは基
98 (759)
礎年金額は 5.1万円 (2014 年価格) まで下がり、マクロ経済スライドの調
整が 2043 年に終わり物価スライド等の引上げの影響も享受できる 1959年







額は、1949年生まれと 1954 年生まれで 4.9万、1959年以降生まれは 5万
円にとどまっている。
99(758)
表Ⅲ-1 2014 年財政検証･支給開始後の年金減額と所得代替率 (ケース E)
2020 年厚生年金 2043 年基礎年金
調整終了 調整終了 年金額 (2014 年価格)
2014 2019 2024 2029 2034 2039 2044 2049 2054 2059 2064 2069






























































































































基礎年金 万円 6.3 6.3 6.3 6.3 6.6 7.0
出典：厚生労働省「平成 26 年財政検証関連資料」(2014 年 6 月 27 日社会保険審議会年金部会
資料) より作成。
2 基礎年金のマクロ経済スライド調整の遅れの原因分析
2004 年改正時には、マクロ経済スライドは 2023 年度に厚生年金も基礎
年金も同時に調整が終了するものと推計されていた。2009年財政検証か
ら、厚生年金は 2019年に終了するが基礎年金は 2038年と 19年の遅れが
推計され、2014 年検証では表Ⅱ-8にあるようにケース E、Fの 23 年から






































(19) 1984 年 8月 20 日衆議院社会労働委員会での公明党沼川議員の質問に対す
る吉原年金局長の答弁。
(20) 2004 年改正時は 2023 年に同時に調整終了と考えられていたが 2009年検
証時は厚生年金が 2019年、基礎年金は 2038年に終了し 19年遅れるとされ
た。
(21) 堀勝洋 (2010) p219
(22) 厚生労働省「平成 26 年度財政検証関連資料」(2014 年 6 月 27 日社会保障
審議会年金部会資料)
(23) 基礎年金の場合は保険料を納入者及び半額免除者数、被用者保険では 2号








































替率は良くなる。その効果は、良い前提のケース C (所得代替率 0.4% 改
善)、ケース E (所得代替率 0.8%改善) に比べ、悪い前提のケース G (所























厚生 13.2万 25.0% (2017 年)
基礎 14.4万 26.0% (2043 年)
50.8%
厚生 25.0% (2018年)
基礎 25.8% (2043 年)
51.2%
厚生 25.0% (2018年)




厚生 12.9万 24.5% (2020 年)
基礎 13.7万 26.0% (2043 年)
50.2%
厚生 24.5% (2020 年)
基礎 25.7% (2044 年)
51.0%
厚生 24.5% (2020 年)




厚生 11.3万 21.9% (2031 年)
基礎 10.4万 20.1% (2058年)
39.5%
厚生 21.7% (2033 年)
基礎 17.8% (2072 年)
44.5%
厚生 22.1% (2030 年)










厚生 20.9% (2034 年)
基礎 21.0% (2054 年)
出典：厚生労働省「国民年金及び厚生年金に係る財政の現況及び見通し (平成 26 年財政検証













る比率は近年増加しており、基礎年金ができた 1985 年に 16.4% であった





一部改正法」で、一部適用が拡大されることとなった (2016 年 10 月施
行) が、その内容は、①週 20時間以上労働、②月額賃金 8.8万以上、③
勤務期間 1 年以上、④学生適用除外、⑤従業員 501 人以上という条件が
付けられ、週 20時間から 30時間労働の者 400万人のうち 25万人しか救
済されない。
オプションⅡは厚生年金の適用を拡大するものだが、オプションⅡ-①
は週 20時間以上で月額賃金 5.8万円まで拡大し 220万人適用拡大 (1 号被
保険者からの移行 80万人、3 号からの移行 100万人、非加入からの移行
40万人) すると推計されている。月額 5.8万円とした考え方は、所得税の




た、この額は平成 26 年 8月までの最低賃金最低額 (677円) で週 20時間
働いた場合の月額 58,673円にも近い額である。
オプションⅡ-②は、週当たり労働時間の要件を外し、個人事業者の業
種や常時 5 人以上従業員の制限も外し、週 5.8万円以上の賃金という条件
だけにするもので 1,200万人に適用拡大 (1 号からの移行 600万人、3 号
からの移行 250万人、非加入からの移行 350万人) すると推計されている。


























厚生 13.2万 25.0% (2017 年)
基礎 14.4万 26.0% (2043 年)
51.5%
厚生 24.9% (2018年)
基礎 26.5% (2042 年)
57.3%
厚生 24.7% (2019年)




厚生 12.9万 24.5% (2020 年)
基礎 13.7万 26.0% (2043 年)
51.1%
厚生 24.5% (2020 年)
基礎 26.6% (2042 年)
57.5%





厚生 11.3万 21.9% (2031 年)
基礎 10.4万 20.1% (2058年)
42.5%
厚生 21.9% (2031 年)
基礎 20.6% (2056 年)
47.1%
厚生 21.9% (2034 年)








厚生 20.9% (2034 年)
基礎 21.3% (2054 年)
＊経済変動あり
45.8%
厚生 20.9% (2036 年)
基礎 24.9% (2047 年)
＊経済変動あり
出典：厚生労働省「国民年金及び厚生年金に係る財政の現況及び見通し(平成 26 年財政検証結
果)」、「オプション試算詳細結果 (財政見通し等)」(2014 年 6 月 3 日社会保障審議会年
金部会資料)
注：上記公開資料ではケース Cと Eでは経済変動なしを前提としているが Hでは変動ありの
厳しい前提を置いている。
(3) オプションⅢ――高齢期の保険料拠出期間と受給開始年齢引上げ
ア．基礎年金 65 歳まで保険料拠出の 45 年拠出モデルへの転換
厚生年金は適用事業所に雇われている場合 70歳未満まで適用され得る
















表Ⅳ-3 オプションⅢ−ア− 基礎年金の 65歳 (45 年) 拠出の効果
所得代替率･財政調整終了 45 年拠出モデルの影響
ケース C
51.0% 厚生 13.2万 25.0% (2017 年)
基礎 14.4万 26.0% (2043 年)
57.6% 厚生 27.6% (2020 年)
基礎 30.0% (2042 年)
ケース E
50.6% 厚生 12.9万 24.5% (2020 年)
基礎 13.7万 26.0% (2043 年)
57.1% 厚生 27.2% (2022 年)
基礎 30.0% (2042 年)
ケース G
42.0% 厚生 11.3万 21.9% (2031 年)
基礎 10.4万 20.1% (2058年)
48.4% 厚生 24.1% (2033 年)
基礎 24.3% (2053 年)
ケース H
39.0% 厚生 7.3万 16.0%
基礎 10.5万 23.0%
2055 基礎年金積立金枯渇
47.9% 厚生 23.0% (2035 年)
基礎 24.9% (2051 年)
＊経済変動あり
出典：厚生労働省「国民年金及び厚生年金に係る財政の現況及び見通し (平成 26 年財政検証




来世代に伝えるための道筋――」(2013 年 8月 6日) では、年金支給開始






































65歳 45 年 57.6% − 57.1% − 48.4% − 47.9% −
66歳 46 年 63.1% +5.5% 62.6% +5.5% 53.1% +4.6% 52.5% +4.6%
67歳 47 年 68.7% +11.1% 68.2% +11.0% 57.8% +9.4% 57.2% +9.3%
68 歳 48年 74.4% +16.8% 73.8% +16.7% 62.6% +14.2% 61.9% +14.0%
出典：厚生労働省「国民年金及び厚生年金に係る財政の現況及び見通し――オプション試算


































年 10 月施行予定注：後述) では、年金とは別の福祉制度として、世帯全
員が住民税非課税で、かつ年金にその他の所得を加えた所得が基礎年金の
額に満たない場合に、5千円の給付基礎額に保険料納付期間の比率 (保険

























わち消費税が 10% に引き上げられる予定の 2015 年 10 月 1 日とさ
れていた。しかし、執筆時点で政府与党は消費税の引上げ時期を
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2017 年 4 月に引き上げることを争点とした衆議院解散総選挙に向



































































































は (2) ②の 6万 4千円の水準より高いが、表Ⅲ-1 のケース Eにおける
2014 年に 65歳の者の支給開始後の基礎年金額のマクロ経済スライドによ
る低下は、10 年後の 2024 年には 5万 7千円となり、5千円足しても 6万






















(27) 2014 年 9月 18日社会保障審議会年金部会小塩委員に対する年金課長の説
明。
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(28) 2014 年 10 月 27 日財政審議会資料基礎年金の 45 年拠出に関して「国庫負
担の増加は将来の現役世代にとって過重な負担となるので、厳に避けるべ
き」という記述がある。
(29) 芝田 (2013) pp160-163
(30) 厚生労働省「低所得者等への加算について」社会保障審議会年金部会
(2012 年 2 月 14 日資料 1-2)
(31) 1/4免除を受けていた期間については 1/12 加算。
(32) 日本経済新聞 2014 年 11 月 25 日朝刊記事「社会保障改革足踏み 低年金者
対策先送り 増税延期の波紋」、読売新聞 2014 年 11 月 26 日朝刊記事「年金
低い人への給付再増税時まで先送り 麻生財務相が考え」






















































厚生労働省「低所得者等への加算について」社会保障審議会年金部会 (2012 年 2
月 14 日資料)













巻第 3号 pp. 1488-1510(2005)
芝田文男「公的年金制度の残された課題の考察 (1) ――無年金・低年金問題」













保障』No. 2799 (2014) 法研
堀勝洋『年金保険法――基本理論と解釈・判例』(2010) 法律文化社
宮武剛・山崎泰彦・畑満「座談会 将来の人口構造変化を踏まえた支給開始年齢
引上げは不可欠」『週刊社会保障』No. 2709 (2013 年) 法研
116 (741)
